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台（現状 4.5％）を目指す。2020 年までに黒字中小企業・小規模事業者を 70 万社から 140 万
社に増やす。今後 5 年間で新たに 1 万社の海外展開を実現する、という。しかしながら、消費
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消費の低迷─年収 200 万円以下のワーキング・プワーの 30 万人増、貯蓄なし世帯 30.4％、そ
して円安による物価押し上げ─が引き起こした増税不況・政策失敗不況を意味するものである。
　今回の『2014 中小企業白書』は、表紙題字は著名な女流書家・金澤翔子さん、表紙デザイ









　日本における企業数は、2012 年数値では 386 万社・者である。資本金や雇用者数の量的区
分基準によって、大企業数は 1 万社（全体の 0.3％）・従業者数は約 1400 万人（全体の 30％）。
中小企業は 385 万者の 99.7％（うち小規模企業は 334 万者で 86.5％）・従業者数は約 3217 万人
（70％）である（「表-1　産業別規模別企業数（民営、非一次産業）」参照）。1 万社・0.3％の大
企業が 30％の雇用を占めていることに驚きつつも、99.7％を占める中小企業群が地域地元雇用
の 70％を提供している実態に感嘆するだろう。製造出荷額では大企業：中小企業＝ 49:51 でほ
ぼ半々、卸売業の年間販売額では大企業（従業者 100 人以上）：中小企業＝ 66:34、小売業の年
間販売額では大企業（従業者 50 人以上）：中小企業＝ 32:68（「表-2 製造出荷額・販売額等」参
表-1　産業別規模別企業・従業者数（民営、非一次産業）
年 中小企業 うち小規模企業 大企業 合計
企業数 企業数 構成比（％） 企業数 構成比（％） 企業数 構成比（％） 企業数
2001 4,689,608 99.7 4,102,169 87.2 13,431 0.3 4,703,039
2004 4,325,790 99.7 3,776,863 87.1 12,345 0.3 4,338,135
2006 4,197,719 99.7 3,663,069 87.0 12,351 0.3 4,210,070
2012 3,852,934 99.7 3,342,814 86.5 10,596 0.3 3,863,530
従業者数
2012 32,167,484 69.7 11,923,280 25.8 13,971,459 30.3 46,138,943
（注）1．企業数＝会社数＋個人事業所（単独事業所及び本所・本社・本店事業所）数とする。
2．常用雇用者 300 人以下（ゴム製品製造業は 900 人以下、旅館，ホテルは 200 人以下、卸売業、サービ
ス業（ソフトウェア業、情報処理・提供サービス業、旅館，ホテルを除く）は 100 人以下、小売業、飲
食店は 50 人以下）又は資本金 3 億円以下（卸売業は 1 億円以下、小売業、飲食店、サービス業（ソフ
トウェア業及び情報処理・提供サービス業を除く）は 5,000 万円以下）の企業を中小企業とする。
3．常用雇用者 20 人以下（卸売業，小売業、飲食店、サービス業（宿泊業、娯楽業を除く）は 5 人以下）
の企業を小規模企業とする。
4．小規模企業の構成比は全企業数に占める割合とする。
5．産業分類は、2007 年 11 月改訂のものに従っている。














小企業白書 2014』「第 1 部 2013 年度
の動向」）。製造業において「大企業と
中小企業・小規模事業者（以下「SME 
」（small & micro enterprise）と表記
する－引用者）の利益率水準が一時的
にほぼ同水準の 3.5％程度となったの









13 年Ⅱ期 5.9：2.6（差 3.3％）から 13
年Ⅳ期 4.9：3.2（差 1.7％）というよう
に、「売上高経常利益率の企業規模間格差の縮小」が示される。
　また、SME の倒産件数（1-1-25 図）は 5 年連続減で、2013 年は 10.4％減の 10,855 件（前年
比 1,269 件減）で 11,000 件を下回る低水準は 1991 年倒産件数 10,723 件から 22 年ぶり（T21）
だが、休廃業・解散数の推移は倒産件数の倍以上の水準（08 年 27,361 から 2013 年 28,943）で
推移（T24）した。そして、自殺者数は 2012 年に前年を 2,793 人下回る 27,858 人（1998 年以
来連続していた 3 万人超えを 15 年ぶりに下回り）となり、2013 年 12 月末現在の暫定値で





従業者規模 1995 構成比（％） 2011 構成比（％）
4～299人 157,139 51% 139,862 49%
300人以上 148,890 49% 145,107 51%
合計 306,030 100% 284,969 100%
２．卸売業の年間販売額（10億円）
従業者規模 1991 構成比（％） 2011 構成比（％）
1～99人 355,807 62% 220,069 65%
100人以上 217,358 38% 120,369 35%
合計 573,165 100% 340,438 100%
従業者1人当たり年間販売額（万円）
従業者規模 1991 構成比（％） 2011 構成比（％）
1～99人 8,831 23% 10,146 34%
100人以上 29,468 77% 19,929 66%
合計 38,299 100% 30,075 100%
３．小売業の年間販売額（10億円）
従業者規模 1991 構成比（％） 2011 構成比（％）
1～49人 109,668 78% 74,717 68%
50人以上 30,971 22% 35,773 32%
合計 140,639 100% 110,490 100%
従業者1人当たり年間販売額
従業者規模 1991 構成比（％） 2011 構成比（％）
1～49人 1,820 35% 1,823 42%
50人以上 3,406 65% 2,489 58%
合計 5,226 100% 4,312 100%
第 1-1-18 図　規模別・業種別の売上高経常利益率の推移
資料：財務省「法人企業統計季報」
























（注）1．2013 年度は 2014 年 3 月調査の数値。
　　 2． 土地投資額を含みソフトウェア投資額
は含まない
第 1-1-35 図　売上単価・客単価 DI、原材料仕入単価 DI の
推移














ディフュージョン・インデックス Diffusion Index とは、「増加」・「好転」したなどとする企業
割合から、「減少」・「悪化」したなどとする企業割合を差し引いた値である。従って、1-1-35
図の採算 ID は▲ 25.1 から▲ 13.6 へと「好転がプラス 11.56 ポイント」改善されてはいるが、「好
転していない」＝「悪化した」が 13.6 ポイント過大なのである。また、『白書』では一切触れ
ていないが、日銀による異次元金融緩和追加政策による「急速円安」倒産は、2014 年 1 月か
ら 10 月までの累計で 259 件（前年同期 92 件比 182％）であり、死活問題化している2）。
３．中小製造業の「価格転嫁力」押し上げでデフレ悪循環を断ち切る？



















1999 年 1 月 44.7
2008 年 8 月 164.1 3.8 倍化 1.3 倍
2009 年 1 月 80.7
2013 年 12 月 142.4 1.8 倍化 1.027 倍化
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80 年Ⅱ期 仕入価格 6.9％アップ→販売価格 2.4％上昇
2000 年以降 仕入価格の上昇に販売価格が追いつけない
リー マン・ショック直前の
08 年Ⅲ期 仕入価格 4.69％アップ→販売価格 1.4％上昇
2009 年 仕入価格・販売価格ともに下落
2010 年代 仕入価格再び上昇→販売価格は 2010 年を通じ下落
2011 年以降 中小製造業の販売価格は低迷を続け
13 年Ⅳ期 仕入価格 1.9％アップ→販売価格 0.4％上昇











動要因を、大企業と SME との間で比較している（T47 〜 48,50 〜 51）が、その特徴的内容を
要約すると図 3- ③の通りでる。
図 3- ③　実質労働生産性上昇率の推移とその変動要因
（1-1-51･52 図参照） 中小製造業 大企業製造業
90 年代後半以降 実質資本回転率プラス（＝売上高回復） 活発な設備投資による実質資本装備率の伸び
2000 年代後半から 高付加価値な製品の生産に注力 リーマン・ショックで実質資本回転率マイナス
2010 年度以降 実質付加価値率の伸び 国内で生産する製品の高付加価値化に注力
→実質資本装備率は大きくマイナス
→大企業製造業の従業員数は増加していない





























GDP のピークは 1997 年 10 〜 12 月期の年換算額 524 兆円（消費税が 5％に引き上げられ、山
一証券などが破綻した年）から今年の消費税 8％引き上げ後の 7 〜 9 月期ではそれは 483 兆円
に減じている8）。つまり、付加価値総額は減少している。また、この 12 月 2 日発表の毎月勤
労統計では実質賃金 16 ヶ月連続マイナス（実質雇用者所得は 1997 年の約 280 兆円のピークか
ら 2013 年 1 〜 3 月期 264 兆円、2014 年 4 〜 6 月期 2587 億円へと、2013 年 4 月「異次元の金
融緩和」以降低下し続けている）、他方で、法人企業統計では企業の内部留保は過去最高 323





































支援─」に転換し、「成長発展する中小企業」－中小企業全体の上位 1 〜 2 割を引き上げてい
くことで、中小企業全体の引上げを図る－支援を謳ったのであるが、SME は大幅減少の連続
に帰結した。2010 年 6 月 18 日菅政権による『中小企業憲章』閣議決定ののち、その約 4 年後







は 386 万 者 ＜ 大 企 業 1 万 社 で
0.3％、中企業 51 万者で 13.2％、
小企業者（以下「ME」と表記）
334 万者で 86.5％＞、従業者数
は ＜ 1397 万 人 30.3 ％、2024 万























では 77％である。さらに、3-1-18 図からは、「地域需要志向型」が 81％「広域需要志向型」が










































































での中小企業者の活力」として大きく取り上げた。1999 年から 2001 年の間の雇用に関して、
全事業所規模合計では 24 万人の雇用減（大規模事業所は全くの雇用純減）が、「従業者規模
20 人以下の小規模な事業所」は全体が創出した雇用 969 万人の 60.8％に相当する 589 万人の



















　ところで、トヨタ自動車は、調達部品購入価格について「2014 年 10 月〜 15 年 3 月分は取
引企業に値下げを求めない方針を固めたが、年 2 回の価格交渉で一律に値下げを見送るのは初
めて（で、）数万社に及ぶトヨタの全ての取引先に値下げ見送りの恩恵が広がれば、国内の景
気回復を後押しする賃上げなどにつながる可能性がある」（日本経済新聞 2014 年 10 月 25 日付）
と報道されている。ただし、この「値下げ見送り通達」は、主要な仕入れ先でつくる「協豊会」
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のメンバーなど国内約 450 社の 1 次取引先へのものである（日経 09 月 11 日付では「上期と同
様に現行の購入価格の 1% 弱となるもよう」と報じられていたのだが ･･･）。足元の円安要因
も加わり、トヨタの 14 年 4 〜 9 月期の連結営業利益（米国会計基準）は 1 兆 3000 億円程度と



























のうち、合計特殊出生率（2008 〜 2012 年）全国平均 1.38 を上回っているのは、北からはニセ







　麻生太郎副総理兼財務相の“率直（？）発言”（12 月 6･7 日）をかりて最後をまとめよう。「間



















ス環境ランキングで日本を先進国 3 位以内（現在 15 位）に。＜首相官邸ＨＰ参照＞
2）　帝国データバンク「『円安関連倒産』の動向調査」（2014/11/11）参照。なお、同社の「第 2 回『輸
入企業』の実態調査」によると、国内輸入企業 7 万 1524 社のうち年商規模 1 億円未満の赤字企業
比率は 35.0％で規模が小さくなるにつれて赤字比率が高まっていること、そして 8 月以降急速円
安による約 2 カ月間約 8 円の円安ドル高で約 5000 億円下押しがあったとしている。
3）　「一人当たり名目付加価値額」、つまり法人企業統計年報に基づき「人件費、動産・不動産賃貸料、
租税公課、営業利益」の合計である名目付加価値を従業者数で除したもので示される。「企業の稼


















成 26 年 6 月 4 日）によれば、下請法違反行為に対する勧告件数は 10 件（違反行為類型の内訳─
下請代金の減額が 9 件、不当な経済上の利益の提供要請が 1 件）。また、指導件数は過去最多の 4,949
件（前年度比 1400 件増）で、下請事業者が被った不利益の原状回復の状況については、親事業者
244 名から下請事業者 5,604 名に対し、下請代金の減額分の返還等、総額 6 億 7087 万円相当の原

















2 月から 2009 年 3 月までの 86 ヵ月間と長いものの実質経済成長率は年平均 2% 弱（いざなぎ景
スモールビジネスの現代的存在意義について
─　100　─











万 9315 社─従業員数合計 135 万 3193 人─。2007 年度と 2013 年度の年売上高比較では、2013 年
度の「増収」企業比率は 40.7％（8968 社）、2007 年度を下回る「減収」企業比率は約 7 割であり、
多くの下請企業が依然としてリーマン・ショック前の水準を回復していない」。
14）　「＜対談＞住民自治を生かした地域経済の発展」（岡庭一雄・岡田知弘）参照（『経済』2014.11）
15）　小田切徳美「『農村たたみ』に抗する田園回帰」『世界』2014.9 参照。なお、「たたみ、たたむ」
の国語的ニュアンスは、＜折って小さくまとめる→片付けて引き払う→ひと思いにやっつける。
たたんでしまえ＞という「農村壊滅論」を意味するものであろう。
16）　前掲『経済』P20 参照
 ［本論稿は、2013 年度　佛教大学特別研究費による研究成果である］
（よしの　としろう　　社会福祉学部）
